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1. 序論 

今後発生が懸念されている巨大津波災害において，人

的被害を軽減する上で，発災後の迅速な捜索・救助の実

現は重要である．震災以降，発災後の航空写真や津波数

値計算から，瓦礫分布や瓦礫量を推定する研究 1,2)が進

んでいる．著者らの研究チームは，東日本大震災におけ

る犠牲者情報を用いた分析 3)を実施しているが，瓦礫内

から発見された犠牲者の実態は明らかになっていない．

そこで，本研究では，東日本大震災において瓦礫から発

見された犠牲者を対象とした分析を実施した．また，気仙

沼市を対象として，瓦礫内発見率と建物被害および浸水

深との関係を検討した． 

2. 手法 

(1)犠牲者情報の概要および瓦礫内発見率の定義 

本研究では，先行研究 3)と同様に，宮城県警から提供さ

れた犠牲者情報を使用し，位置情報として遺体発見場所

を採用した．本研究では，陸上で発見された犠牲者

（8,919 名）のうち，瓦礫から発見された犠牲者（1,159 名）

を分析対象とした（表 1）．本研究では，瓦礫内発見率（以

下，発見率）を，対象地域の総犠牲者数に対する瓦礫か

ら発見された犠牲者数の比率として算出した． 

(2)建物全壊率と平均浸水深の定義 

建物被害および浸水深のデータは，復興支援調査ア

ーカイブ 4)を使用した．本研究では，建物全壊率として，

対象地区における損壊建物数に対する全壊及び全壊流

出の建物の比率（以下，全壊率)を算出した．また，津波

外力情報として，各郵便番号地区における浸水深の平均

値を算出した. 

表 1 犠牲者情報 

 
 

3. 結果・考察 

(1)沿岸自治体および気仙沼市における発見率 

県全体の傾向では，発見率は 13%であった．沿岸自治

体での発見率（図 1）は，名取市が最多 31.99%，次いで，

気仙沼市が 20.59%であった．県全体の傾向を上回った

自治体は，上記 2 市町村に加え，南三陸町，山元町であ

った．一方で，多賀城市では，岩沼市と同程度の犠牲者

が確認されたが，発見率は 0%であった． 

瓦礫内発見率が高かった気仙沼市を対象に分析した

結果，同市では，幸町（50 名），仲町（20 名），内の脇（11

名）が上位 3 地区（図 2）であった．いずれも住宅街で，建

物が多い特徴が確認された.  

(2)全壊率と発見率の関係性 

環境省 5)より，発生瓦礫の約8割が建物瓦礫であったと

報告されていることから，建物被害と発見率の関係を検討

した．図 3 に，気仙沼市における郵便番号地区での，全

壊率と発見率の関係を示す．両者に相関関係は確認され

なかった（相関係数：0.01）．この要因として，2つの傾向が

混在している可能性が考えられる．例えば，全壊率の中

央値 91.13%，発見率の中央値 33.3%を用いて 4 象限に

分割して考えると，以下の 2 つに解釈できる：①全壊率に

比例して発見率が上昇する傾向，②グラフの第 4 象限に

集中する傾向． 

2 つの傾向を説明する要素として，建物種別に注目し，

各郵便番号地区の木造率 5)を算出した．また，木造率の

中央値を閾値をとして検証した．その結果，木造率が中

央値以上の 21地区のうち，9地区が第 4象限（建物全壊

率に対して発見率が低い）に位置した．また，木造率が中

央値より低い地区を対象とすると，全壊率と発見率の相関

係数が 0.35となり，やや弱い正の傾向が確認された．これ

は，木造率が高い地区では，瓦礫が発生しやすいが，瓦

礫が隣接地区に移流したことで，同地区の発見率は低下 
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した．一方，木造率が低い地域には，残存建物があり，

移流した瓦礫が堆積した影響があったと考えられる． 

(3)津波外力と発見率の関係性 

図 4 に，最大浸水深の平均値と発見率の関係を示す．

また，浸水状況を踏まえ，郵便番号地区を次の 3つに分

類した：海に面しており，地区の一部が浸水したことで，

発生瓦礫が同地区内にで堆積（分類 1），海に面してお

り，全域が浸水，瓦礫が隣接地区へ流出（分類 2），海に

面していないが，地区の一部が浸水しており，瓦礫が隣

接地区より流入(分類 3)．例えば，分類 1 では浸水深

6.15m，分類 2 では 5.03m を境に，山なりに傾向が変化

している．これは，ある閾値までは，津波外力が上昇する

ことで，同地区内で瓦礫が発生・堆積することにより，浸

水深とともに発見率も上昇する．一方で，閾値を超えると，

津波外力の影響により，瓦礫が隣接地区へ移流するた

め，発見率は低下したと考えられる．分類 3は，分類 2か

らの影響により，瓦礫が流入したことで，浸水深に対して

発見率が高い傾向を示したと考えられる． 

4. 結論 
東日本大震災における宮城県での瓦礫から発見され

た犠牲者の分析を行い，以下の成果を得た．(1)市町村

単位の分析から，名取市，気仙沼市の順に発見率が高

かった．(2)気仙沼市での発見率は，住宅街で高かった．

(3)気仙沼市での全壊率と発見率の関係は，相関せず，

木造率の影響により 2 つの傾向が混在した可能性が確

認された．(4)浸水深と発見率の関係から，各地区の浸

水状況により傾向が変化し，特に瓦礫の流入が大きく影

響していると考えられた． 
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図 1 自治体ごとの発見率 

 
図 2 気仙沼市の瓦礫内犠牲者分布 

 
図 3 全壊率と瓦礫内発見率の関係 

 
図 4 平均浸水深と瓦礫内発見率の関係 
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